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新規採択時評価について
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大規模な公共事業に向けた今後のスケジュール

実施計画調査
（最適案に関する具体的な調査・検討）

【計画段階評価】

【新規事業採択時評価】

新規事業採択時評価の前段階において、政策目標を明確にし
た上で、複数案の比較・評価を行うもの

新規事業の採択時および建設着手前において、費用対効果分
析を含め、総合的に実施するもの

計画段階評価 新規事業採択時評価

建設着手

新規事業採択時評価

（予算化）

計画段階
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国土交通省所管公共事業の新規事業採択時評価

◇国土交通省所管公共事業の新規事業採択時評価実施要領 抜粋 （H30.3.30改定）

第１ 目的

公共事業の効率性及びその実施過程の透明性の一層の向上を図るため、新規事業採択時評価を実施する。新規事
業採択時評価は、費用対効果分析を含め、総合的に実施するものである。

第４ 評価の実施及び結果等の公表及び関係資料の保存
１ 評価の実施手続

(3) 評価は、次の各号に掲げる種類の事業について、それぞれ当該各号に定めるところにより行うものとする。
① 直轄事業 地方支分部局等は、評価を行うに当たって必要となるデータの収集、整理等（以下「データ収集等」
という。）を行い、評価を受けるために必要な資料（以下「評価に係る資料」という。）を作成するとともに、本省等
に提出する。本省等は、当該事業の予算化について、直轄事業負担金の負担者である都道府県・政令市等に
意見を聴いた上で、学識経験者等の第三者から構成される委員会等の意見を聴くとともに、地方支分部局等と
協議しつつ、評価に係る資料に検討を加え、当該事業の予算化に係る対応方針を決定する。

「事業評価小委員会」の設置について

 公共事業の効率性及びその実施過程の透明性の一層の向上を図るために、国土交通省所管公
共事業の新規事業採択時評価実施要領が改定され、直轄事業等の新規事業採択時評価につい
て、学識経験者等の第三者から構成される委員会等の意見を聴くこととなった。

 平成22年10月29日の社会資本整備審議会河川分科会（第42回）において、河川分科会の下に
事業評価小委員会の設置が認められた。

 組織図

社会資本整備審議会 河川分科会 事業評価小委員会
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新規事業採択時評価の評価項目

4

（１）災害発生時の影響

（２）過去の災害実績

（３）災害発生の危険度

（４）地域開発の状況

（５）地域の協力体制

（６）事業の緊急度

（７）水系上の重要性（河川事業のみ）

（８）災害時の情報提供体制

（９）関連事業との整合

（10）代替案立案等の可能性

（11）費用対効果分析 等

［評価項目］



ダム操作について
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66

流入（少）

通 常通常時

渇水時

洪水調節を行うための容量

ダム
洪水時最高水位（サーチャージ水位）

平常時最高水位（常時満水位）

水道用水、工業用水、農業用水等の利用
のための容量

最低水位

概ね100年分
の堆砂容量

下流の状況に応じて貯留した水を補給します。

6

状況に応じ
補給

通常時と渇水対応



洪水を貯留して下流へ流れる水を少なくします。

大雨（洪水）のとき

ダム 流入（大）

出水時

平常時最高水位（常時満水位）

洪水時最高水位（サーチャージ水位）

最低水位

洪水調節を行うための容量

水道用水、工業用水、農業用水等の利用
のための容量

概ね100年分
の堆砂容量

7

洪水をダムに
貯留しながら
放流

洪水を貯留

洪水調節



① 洪水に備える

洪水に備えて、台風や大雨による洪
水の起きやすい季節には、前もって貯
水位を下げて容量を確保しておき、洪
水の水をダム貯水池に溜めるための
準備をします。

洪水に備えて容量
を空けておきます。

ダムへの流入量

ダムから流し出す

下流の河川の状況

貯水池

ダム

ダムの状況

ダムによる洪水調節のしくみ ①
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②洪水を貯め込む

ダムへ入る洪水

洪水調節を行うダムがない場合ダムで洪水調節を行った場合

大雨が降り洪水になると、ダムへ流入する洪水の一部
を貯水池に溜め、下流に流しても安全な分だけ、ダムか
ら水を流します。

ダムから下流に流す水は、①の洪水に備えている時よ
り増えます。このようなときには、事前にダムからスピーカ
等で状況をお知らせします。

貯水池

ダム

洪水を溜めながら、
下流へ水を流します。

もし、ダムが無
かったら・・

下流の河川の状況

ダムの状況

川の水は更に上昇し、越水、破堤等の可能性。

ダムから流す量 ＜ ダムへ入る洪水

ダムによる洪水調節のしくみ ②
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③計画規模を超える洪水への対応

異常な豪雨により、計画よりも大きい量の洪水がダム貯水池へ流れ込むことがあります。ダ
ムでも精一杯、②のように洪水を溜めつつ下流へ流す操作を行いますが、ダムに溜めること
が出来る水量には限界があります。

このような場合には、下流に流す量を徐々に増加させ、貯水池に入ってくる水量と同じ量を
下流に流すよう（自然河川状態）にします。

１００

１００

ダムへ入る洪水

ダムから流す量＝ダムへ入る洪水

１００を超えることは
ありません。

洪水を貯めることができ
ないため、溢れないよう
に貯水位を維持。

自然河川状態（ダムに入る洪水＝ダムから流す量）でのダムの操作を維持。

ダムによる洪水調節のしくみ ③
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④次の洪水に備える

大雨が止み、洪水が過ぎ去ると、ダムへ流れ込む水量も
小さくなります。

貯水池は、洪水を溜めた分だけ水が増えているので、次
の洪水に備えて、下流の河川の状況を見ながら、溜めた水
を流して貯水池の容量を空けます。

ダムから流す
量

ダムへ入る量

貯水池

ダム

洪水後に、次の洪水
に備え、容量を空け
ておきます。

下流の河川の状況

ダムの状況

＞ダムへ入る量

ダムによる洪水調節のしくみ ④
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「異常洪水時防災操作（緊急放流）」とは・・

ダムの計画規模以上の大きな出水によりダムの洪水調節容量を使い切る可能性が生じた場合
に流入量と同じ放流量に移行するための操作をいう。

具体的には、あらかじめ設定した「異常洪水時防災操作開始水位」に貯水位が到達した後、
更に洪水時最高水位（サーチャージ水位）を超えると予測された場合に実施する。

洪水を貯めることがで
きないため、溢れない
ように貯水位を維持。

計画規模を超える洪水への対応
「異常洪水時防災操作（緊急放流）」

青：通常操作
緑：緊急放流

◆設計最高水位（設計洪水位）：
ダムの直上流の地点において200年につき

1回程度の割合で発生するものと予想される

洪水の流量、当該地点において発生した最
大の洪水の流量又は地域別既往最大洪水比
流量曲線（クリーガー曲線式）から求めら
れる洪水の流量のうちいずれか大きい流量
がダムの洪水吐きを流下するものとした場
合における最高の水位。

◆洪水時最高水位（サーチャージ水位）：

洪水時にダムによって一時的に貯留する
ことが出来る最高の水位。

◆平常時最高水位（常時満水位）：

非洪水時にダムによって貯留することが
出来る最高の水位。

緊
急
放
流
操
作

開
始
判
断

緊
急
放
流
操
作

開
始
通
知

1
時
間
前

緊
急
放
流
操
作

開
始
通
知
・

本
省
報
告

3
時
間
前

緊
急
放
流
終
了

局長承認 局長承認

（常時満水位）
平常時最高水位
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洪水時最高水位（ｻｰﾁｬｰｼﾞ水位）

異常洪水時防災操作（緊急放流）

開始水位

異常洪水時防災操作（緊急放流）

緊急放流

設計最高水位（設計洪水位）



【現在の状況】

（１）治水協定の締結
管内12の一級水系を対象に、水系毎に事前放流の実施

方針等を定めた治水協定を5月29日に締結。

（２）河川管理者とダム管理者との間の情報網の整備
各ダムのリアルタイムデータを国土交通省（地方整備局等）

に集約し、適宜関係者間で共有。（整備予定）

洪水吐ゲート

発電所

堆砂容量

利水容量

②利水ダムの事前の放流

放流設備の
位置や能力
の制約

洪水吐ゲートの有無や
能力・構造の制約 事前の放流による洪水調

節に使用できる容量の制約

利水ダムの事前放流江
の
川

芦
田
川

太
田
川

佐
波
川

高
梁
川

旭
川

吉
井
川小

瀬
川

斐伊川 日
野
川 千

代
川

天
神
川

高
津
川

鳥取県

島根県

岡山県

広島県

山口県

①多目的ダムの事前の放流

堆砂容量

常用洪水吐

非常用洪水吐ゲート

洪水調節容量

▽ 平常時最高貯水位

利水容量

放流設備の改良を効果が高いものから順次実施

放流設備の
位置や能力
の制約

多目的ダムの事前放流

事前放流により
容量を確保

緊急時において利水ダムを含む既存ダムの有効貯水容量を洪水調節に最大限活用できるよう「既存ダムの
洪水調節機能の強化に向けた基本方針（令和元年12月）

中国地方の一級水系では全ての既存ダム（102ダム）を対象に治水協定を令和2年5月29日に締結
令和2年の出水期から新たな運用を開始。

既存ダム洪水調節機能強化にむけた取り組みについて

13

国管理ダム（11ダム）
県管理ダム（26ダム）
利水ダム（65ダム）

凡例

中国地方　計102ダム

※高津川水系は既存ダムがないため、対象外


Sheet1

		凡例 ハンレイ

		国管理ダム（11ダム） クニ カンリ

		県管理ダム（26ダム） ケン カンリ

		利水ダム（65ダム） リスイ

		中国地方　計102ダム チュウゴク チホウ ケイ




&10発出元 → 発出先		&10【機密性２情報】
作成日_作成担当課_用途_保存期間






治水協定について
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事前放流の実施フロー

予測降雨量をもとにダムの流入総量を算出し、事前放流により確保する容量として、
約××万m3を算定し、これを貯水位に換算

予測降雨量

流入総量流域面積

予測される
流入総量

利水容量

事前放流により
容量を確保

８４時間先予測（ＧＳＭ）

予測降雨量
（mm）

時間（日）

１日 ２日 ３日

予測降雨量が
○○mmを超過

予測
降雨量

（mm/時間）

【貯水位低下量】

基準降雨量

予測降雨量

××万m3の容量を確保するべく水位低下

算出

③ ・予測降雨量が基準降雨量(○○mm/▲日間)を上
回り、ダム管理者が事前放流の実施を決定

・ダムの流入総量を予測し、貯水位低下量
（約××万m3を水位に換算）を算定

①気象台が「台風に関する全般気象情報」や「大雨に関する全
般気象情報」を発表

②・河川管理者が、ダム管理者へ、①の情報を提供し、事
前放流を実施する態勢に入るよう伝える

・ダム管理者が国土交通省のシステムにアクセス し、予測
降雨量を注視

④事前放流の開始

〇事前放流の実施判断

ダム管理者
が予測降雨
量を注視

【基準降雨量】

ダム上流域で基準降雨量(○○mm/▲日間)上回るとき、 下
流河川において、氾濫するおそれがある危険な状態となる

○○mm/▲日間
（◆◆ダムの基準降雨量）

△△地点

●●川

◆◆ダム

※小規模な農業用ダム等については、季節ごとにあらかじめダムの水位を
低下させておくなどの運用（簡易な事前放流）を行う。 18



ダム管理者

利水者 河川管理者

水系内の全て（国ダム、県ダム、利水ダム）の

水系内の水系内の全てのダムの

治水協力

上記の３者が治水協力を約束した治水協定を水系毎に締結！！
（１水系１協定とする。）

既存ダムの洪水調節機能強化に向けた基本方針－（治水協定）

○ 水系毎に河川管理者である中国地整等と全てのダム管理者及び関係利水者（ダムに権利を有する者
）との間に治水協定を締結し水系毎にダムの統一的な運用を図る。

別紙２
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洪水調節可能容量と確保容量について 太田川減災協議会報告資料（ダム部会）

多目的ダム（ゲート有り） 温井ダム 利水ダム 中国電力ダム（例：立岩ダムなど）

洪水調節可能容量

洪水調節可能容量相当水位
（水位下限値）

洪水調節可能容量は、あくまでも一定の条件下で算定したもので、洪水が発生す
る３日前から放流設備等を使用した放流により、ダムの構造上確保できる最大の容
量、又は水利用への補給を行う可能性が低い期間等において水位を低下させた状
態とする貯水池運用を行うことにより確保可能な容量である。
一方、確保容量は、ダムの実運用を考慮したうえで、台風等により洪水の発生が

予測される毎に、ダム上流域の予測降雨量から求めるダムの総流入量をもとに、
事前放流により貯水位を低下させて確保する容量である。

※渇水時等、貯水位が
平常時最高水位より
低下している場合に
おいて、水位下限値
は変動しない。

事前放流は、ダム下流河川の沿川における洪水被害の防止・軽減を目的として、既存ダムの有効貯水容量を洪水調節
に最大限活用できるよう、洪水発生前に、ダムの利水容量等の一部を事前に放流し、洪水調節に活用すること。

事前放流（貯水位低下）

有効貯水容量

予測降雨量

流入総量流域面積

事前放流は洪水調節可能容量の範囲内で行われ、
降雨毎に確保容量を算出し、この容量を目標に放流する。

降雨毎に確保容量を算出する。

降雨毎に確保
容量を算出

事前放流
（貯水位低下）

洪水調節可能容量相当水位
（水位下限値）

降雨毎に確保
容量を算出洪水調節可能容量
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◆太田川水系治水協定（令和2年5月29日締結）

別紙

◆台風等の3日前から低下させて確保できる容量について

首相官邸HP既存ダムの洪水調節機能強化に向けた検討会議（第３回）令和2年4月22日持ち回り開催

参考資料：一級水系のダム一覧に「台風等の3日前から低下させて確保できる容量」を記載

太田川水系治水協定等について 太田川減災協議会報告資料（ダム部会）

◆治水協定締結後、ダム下流河川の沿川で洪水被害等が発生した場合、減災対策協議会等の枠組みを活用し、河川管理者が
主体となり、社会的な責任を果たすべく、連携して対応する。

■ダム下流河川の沿川で被害等が発生した場合の対応について

ダム 洪水調節容量
（万m3）

洪水調節可能容量※

（万m3）
基準降雨量
（mm）

△△ダム 〇〇〇．〇 〇〇．〇 〇〇〇
◇◇ダム 〇〇．〇 〇．〇 〇〇
○○ダム ０ 〇．〇 〇〇〇
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環境アセスメントについて
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環境アセスメントの対象事業一覧

 環境アセスメントの対象事業一覧は以下に示すとおりであり、ダムは、湛水面積
100ha以上の場合は第１種事業（必ず環境アセスメントを行う事業）、75ha～100haの
場合は第２種事業（環境アセスメントが必要かどうかを個別に判断する事業）に位置
づけられています。

出典：環境アセスメント制度のあらましパンフレット（環境省）より

第１種事業

（必ず環境アセスメントを行う事業）

第２種事業

（環境アセスメントが必要かどうかを個別に判断する事業）

２ 河川

ダム、堰 湛水面積100ha以上 湛水面積75ha～100ha
放水路、湖沼開発 土地改変面積100ha以上 土地改変面積75ha～100ha

環境アセスメントの対象事業一覧
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環境アセスメントの手続

 環境アセスメントは、対象事業が周辺の自然環境、地域生活環境などに与える影響に
ついて、一般の方々や地域の特性をよく知っている住民の方々、地方公共団体などの
意見を取り入れながら、下図の流れに沿って事業者自らが調査・予測・評価を行うこ
とをいいます。

■環境アセスメントの手続

出典：http://assess.env.go.jp/1_seido/1-1_guide/2-1.html
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環境アセスメントの手続

 環境アセスメントの手続きの詳細は以下に示すとおりです。
 方法書等の手続きにおいて、作成した方法書を公表し、公表後の１カ月半の間、誰で

も意見を出すことができます。

出典：環境アセスメント制度のあらましパンフレット（環境省）より

環境アセスメント手続きの流れ
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